
真岡市行政評価システム
評価対象年度 年度 作成日 年　      月  　    日

事務事業名

政策名
施策名

関連個別計画 単年度のみ

単年度繰返（開始年度 年度～）

期間限定複数年度（ 年度～ 年度）

増補版施策名

法令根拠

担当

予算科目

事業期間

1. 現状把握の部　（1）事務事業の目的と指標

事業概要

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）の推移

⑥対象指標（対象の大きさを表す指標）の推移

⑦成果指標（対象における意図された対象の程度）の推移

⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）の推移

名称

ア
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ウ

エ

オ

ア
イ
ウ
エ
オ

単位

②対象（誰、何を対象にしているのか）  ＊人や自然資源等

③意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）

④結果（どんな結果（上位施策）に結びつけるのか）

（2）総事業費の推移

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

国庫支出金 千円

千円
千円

千円

千円
千円

千円

時間

千円
人

県支出金
地方債
その他
一般財源

事業費計（Ａ）
正規職員従事人数
延べ業務時間
人件費計（Ｂ）

トータルコスト（Ａ）+（Ｂ）

実施計画上の主要事業

事務事業マネージメントシート

投
入
量
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業
費
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費

単位

     年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

名称 単位      年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

ア
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ウ
エ
オ

名称 単位      年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

ア
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エ
オ

名称 単位      年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

     年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

①この事務事業を開始
したきっかけは何か？
いつごろどんな経緯で
開始されたのか。

②事務事業を取り巻く
状況（対象者や根拠法
令等）はどう変化して
いるか、開始時期ある
いは 5 年前と比べてど
う変わったのか？

③この事務事業に対し
て関係者（住民、議会、
事業対象者、利害関係
者等）からどんな意見
や要望が寄せられてい
るか？

①手段（主な活動）

平成31 令和2 05 15

栃木県企業立地促進協議会参画事業 産業部　商工観光課　工業係

E 地域と産業が調和する活力あるまちづくり

3 工業の振興

 

1.一般会計 7.商工費 1.商工費 2.商工振興費

■ 10

県内工業団地の早期分譲に向けて、栃木県が中心となり、県企業局、県土地開発公社、工業団地を持つ市町村が会員となり、それら会員から分譲面積に応じ負担金を徴収し、
会員相互の連携を密にしつつ、主に次の事業を行う。1)工業団地への企業誘導対策の検討、2)工業団地の造成及び産業基盤開発に関する調査研究、3)その他協議会の目的達成
のために必要な事業。具体的には各種イベントでの「広報宣伝事業」、産業団地説明会などの「誘致活動事業」、産業団地マップ等の作成により「広報宣伝資料作成事業」を行う
。会員数２９団体（栃木県、２４市町、宇都宮市街地開発組合、栃木県土地開発公社、民間事業者）。目的達成時に退会する。
負担金は、基本額８万円＋工場用地面積割額４万円で算出。

31年度実績

2年度計画

１　広告宣伝事業：企業誘致フェア（東京ビックサイト）等への出展
、日刊工業新聞（全国版）への広告掲載。
２　誘致活動事業：企業訪問、とちぎ企業立地・魅力発信セミナーの
開催（東京都内）、ＤＭの発送、研修会の開催。

１　広告宣伝事業：企業誘致フェア（東京ビックサイト）等への出展
、日刊工業新聞（全国版）への広告掲載。
２　誘致活動事業：企業訪問、とちぎ企業立地・魅力発信セミナーの
開催（東京都内）、ＤＭの発送、研修会の開催。

新工場あるいは新事業所を建設する意向を持つ企業及び、それら企業から
土地の検索を依頼されている企業（国内外）

より多くの立地を希望する企業や、立地情報が寄せられる銀行、大手建
設会社へ、本市工業団地情報を発信することにより、本市への立地を促す
。

第５工業団地、大和田産業団地に企業が新規に立地する。

28 29 30 31 2

負担金 千円 160 120 120 120 120

企業誘致セミナーの開催 回 2 2 2 2 2

各種イベントへの参加回数 回 5 1 0 0 0

企業訪問回数 回 576 579 656 482 500

28 29 30 31 2

セミナーの参加人数 人 162 208 212 243 250

イベントへの参加人数 人 101,230 176,627 139,058 164,154 180,000

アンケート回収数 社 218 140 161 276 280

28 29 30 31 2

情報を伝えることができた企業数 社 380 348 373 519 530

28 29 30 31 2

立地企業数 社 2 3 0 0 1

28 29 30 31 2

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

160 120 120 120 120

160 120 120 120 120

3 3 1 1 1

50 50 5 5 5

208 208 21 20 20

368 328 141 140 140

第５工業団地、大和田産業団地分譲に伴い、企業誘致を有利に進めるべく参加。

　近年、労働人口の減少等による国内産業の人手不足が問題となっている。栃木県内においても、工業団地を分譲している県企業局や県土地開発公社、さらにはそれらの
工業団地の存在する市町との企業誘致競争が激しく行われている。
　庁内の組織については、分譲の進捗に併せて平成２９年度から企業誘致課を企業誘致係として商工観光課へ編入。分譲完了の目途が立った平成３０年度からは、企
業誘致係の業務を商工観光課工業係へ統合するとともに、都市計画課に新産業団地整備係を新設した。

議会から、早期完売に向け情報収集やPR活動を積極的に行う要望があった。


